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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 14,963 △7.5 352 △7.9 410 △6.3 287 △20.9
22年3月期 16,173 △2.5 382 ― 437 ― 363 ―

（注）包括利益 23年3月期 219百万円 （△39.3％） 22年3月期 361百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 13.41 ― 5.9 2.9 2.4
22年3月期 16.95 ― 7.9 2.8 2.4

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  43百万円 22年3月期  22百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 13,943 4,981 35.7 232.24
22年3月期 14,441 4,761 33.0 221.99

（参考） 自己資本   23年3月期  4,981百万円 22年3月期  4,761百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 △336 69 △10 1,962
22年3月期 1,413 83 △1,215 2,241

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年3月期 ― 0.00 ― 2.50 2.50 53 18.6 1.1
24年3月期(予想) ― 0.00 ― 2.50 2.50 19.9

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,100 △12.3 △1,350 ― △1,310 ― △1,330 ― △62.00
通期 15,800 5.6 260 △26.2 340 △17.1 270 △6.1 12.59



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(注)詳細は、添付資料19ページ「（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、添付資料22ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 21,479,844 株 22年3月期 21,479,844 株
② 期末自己株式数 23年3月期 30,134 株 22年3月期 29,246 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 21,450,302 株 22年3月期 21,450,665 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 12,447 △9.4 286 20.9 351 12.5 314 9.7
22年3月期 13,742 △2.6 236 ― 312 ― 286 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 14.65 ―
22年3月期 13.36 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 12,558 4,718 37.6 219.99
22年3月期 13,062 4,458 34.1 207.87

（参考） 自己資本 23年3月期  4,718百万円 22年3月期  4,458百万円

2.  平成24年3月期の個別業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表に対する監査手続を実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記に記載した予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際 
の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は、添付資料２ページ「１．経営成績」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,400 △23.8 △1,200 ― △1,140 ― △1,160 ― △54.08
通期 13,000 4.4 190 △33.7 260 △26.1 210 △33.2 9.79
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(1）経営成績に関する分析 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、世界経済の回復に伴う輸出・生産の増加や緊急経済対策効果による個人消

費の持ち直しなど、年度前半においては一部に明るい兆しが見られたものの、急激な円高の進行や長引くデフレの影

響、また、期末直前の平成23年３月11日に発生した東日本大震災による甚大な被害の発生や国内経済への深刻な影響

など、先行きの不透明感が一段と強まる状況となりました。 

 当社グループの関連する水処理業界におきましては、公共分野については上下水道施設の老朽化が進み、改築・更

新への需要は高まるものの、財政逼迫による公共事業費の継続的な予算縮減が続き、民需分野においても企業の設備

投資が持ち直してはいるものの、依然低水準で推移するなど、総じて厳しい状況が続きました。 

 このような状況のもと、当社グループは２期連続の黒字達成、ならびに安定した収益基盤の確立を当期の重要テー

マに掲げ、市場環境の変化に対応した営業力の強化、個別プロジェクト管理の強化・徹底による比例費の削減、ま

た、新たに取り組みを開始した３Ｓ活動（整理・整頓・清掃）を通じた意識改革の継続と徹底的な効率化など、グル

ープの総力を挙げて収益の確保と経営体質の強化に取り組んでまいりました。 

 この結果、当連結会計年度の業績につきましては、受注高は155億22百万円（前期比3.8％減）、売上高については

149億63百万円（前期比7.5％減）となりました。一方、損益面につきましては、グループ一丸となり原価低減、固定

費削減に努めた結果、営業利益は３億52百万円（前期比7.9％減）、経常利益は４億10百万円（前期比6.3％減）、当

期純利益は２億87百万円（前期比20.9％減）となりました。 

  

 セグメントの業績は、次のとおりであります。  

[上下水道事業] 

 上下水道事業では、地方自治体の上下水道施設向けの各種水処理設備・システムの販売活動に注力する一方、市場

環境の変化に対応した組織体制の整備を行うなど営業力の強化へ努めてまいりました。また、技術面においては、個

別プロジェクト管理の徹底による施工総合力の向上、武器となる製品ラインナップの整備を推進してまいりました。

以上の結果、受注高については131億42百万円（前期比9.0％減）となり、売上高については127億91百万円（前期比

8.9％減）、営業利益は２億47百万円（前期比47.7％減）となりました。 

  

[環境事業] 

 環境事業では、国内においては設備投資低迷の影響を受けるなど厳しい状況となりましたが、東レグループとのコ

ラボレーション効果を早期に実現すべく、特徴のある「水処理ソリューション提案」を軸とした事業展開を強力に推

進し、工場等の用・排水処理設備や再利用システム等の販路拡大に努めるとともに、海外においてはコンゴ民主共和

国より大型案件を受注するなど、受注高は15億86百万円（前期比65.6％増）、売上高は13億72百万円（前期比1.1％

減）、営業損失は15百万円（前期は営業損失１億64百万円）となりました。 

  

[機器事業]  

 機器事業では、浄水場向けの塩素・薬品注入設備や計測機器、非常用浄水装置等の販売活動に努めるとともに、収

益性の向上に向けた製品の改良・改善や原価低減に注力してまいりました結果、受注高は７億93百万円（前期比

7.8％増）、売上高は７億77百万円（前期比6.4％増）、営業利益は１億９百万円（前期比65.2％増）となりました。

  

[その他の事業]  

その他の事業では、不動産の賃貸等を行ってまいりました結果、売上高は21百万円（前期比8.6％増）、営業利益は

11百万円（前期比37.5％増）となりました。 

（注）当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用しております。当基準の適用に伴い、前連結会計年度のセグメント別の数値については、セグ

メント間の一部組替えを行っております。 

  

１．経営成績



(次期の見通し） 

 今後の見通しについては、当社グループの関連する水処理業界においては、公共事業予算の大幅削減や補助金の一

括交付金化の影響、また、東日本大震災による国内経済への深刻な影響など、極めて不透明な状況が予想されます。

 平成24年３月期の連結業績の見通しにつきましては、売上高158億円（前期比5.6％増）を見込んでおります。損益

面については、企業間競争の激化による受注時採算の悪化が予想されることから、営業利益２億60百万円（前期比

26.2％減）、経常利益３億40百万円（前期比17.1％減）、当期純利益２億70百万円（前期比6.1％減）を見込んでお

ります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益３億95百万円

の計上があったものの、適格退職年金制度を廃止したことに伴う退職給付引当金の減少による支出４億88百万円があ

ったこと等に起因し、前連結会計年度末に比べ２億78百万円減少し、当連結会計年度末には19億62百万円（前期比

12.4％減）となりました。 

 なお、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は下記のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果支出した資金は、３億36百万円（前期は14億13百万円の収入）となりました。これは主に税金等調

整前当期純利益３億95百万円の計上等による収入があった一方、退職給付引当金の減少による支出４億88百万円及び

売上債権の増加２億50百万円があったこと等によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果増加した資金は、69百万円（前期は83百万円の収入）となりました。これは主に保険積立金の解約

による収入55百万円及び敷金の回収による収入21百万円があったこと等によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出した資金は、10百万円（前期は12億15百万円の支出）となりました。これは主に長期未払金の

返済による支出６百万円及びリース債務の返済による支出３百万円があったこと等によるものです。 

  

 なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 （注） 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式総数をベースに計算しています。 

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。 

５．平成21年３月期及び平成23年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッ

ジ・レシオの指標につきましては、営業キャッシュ・フローがマイナスのため、記載しておりません。 

６．平成22年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオの指標に

つきましては、有利子負債がないため、記載しておりません。 

  

  平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

自己資本比率（％）  25.4  33.0  35.7

時価ベースの自己資本比率（％）  16.7    23.5    35.8

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（倍）  －  －  －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  －  －  －



(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様への利益配分を経営上の重要課題と認識しております。当社は、長期にわたり安定的な経営基

盤の確保に努めることを重視し、配当については安定配当の継続性を第一義としながらも業績を勘案して上乗せし、

株主の皆様への利益還元に努めております。また、内部留保資金につきましては、中長期的な視点から将来の成長・

発展に向け、コスト競争力を高めることや新技術・製品開発、新規事業開発に有効投資し、企業価値の向上に努めて

まいります。 

 なお、当期の期末配当金につきましては、当期の業績及び財政状況、配当性向等を総合的に勘案し、１株当たり２

円50銭とさせていただく予定です。また、次期の年間配当につきましては、１株当たり２円50銭とさせていただく予

定です。  

 (4）事業等のリスク 

当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあ

る事項には、以下のようなものがあります。なお、以下に記載した文章のうち将来に関する事項のものは発表日現在

において当社グループが判断したものであります。 

① 事業環境について 

 当社グループの主力である水道事業においては、水道の普及率が約97％に達しており成熟化された市場となって

おります。現在、水道の未普及地域における新規建設工事のほか、老朽化施設の更新工事及び改良工事等に伴う一

定の需要がありますが、将来的に現在の需要が続く保証はありません。そのため当社グループは新技術・製品等に

よる需要の喚起、民需分野・海外分野等の多角化に注力してまいりますが、それらの施策の進捗動向によっては、

当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

② 官需比率について 

 当社グループが提供する水処理施設及び機械装置等は高い公共性を有することから、主要な販売先は政府及び地

方自治体等の官需比率が約９割を占めております。そのため、政府及び地方自治体等の事業予算動向によっては、

当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、将来的に市町村合併等に伴う事業規模の縮小、

あるいは予期せぬ事態が生じた場合には当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 入札制度について 

 当社グループが提供する水処理施設及び機械装置等は前述のように高い公共性を有することから、主要な販売先

は政府及び地方自治体等が大半を占めております。これらの販売については、政府及び地方自治体等の各事業体が

実施する入札に応募し、落札することが基本条件となっております。入札資格としては、従来より一定の工事実

績、経営成績及び財政状態、技術力等が参加要件になっておりますが、近年は価格条件に加え、総合評価型入札制

度上の諸要素も落札決定条件として重要性を増しております。そのため、今後、入札制度に予期せぬ変更が生じた

場合、あるいは競争の更なる激化により入札価格が著しく低下した場合には、当社グループの経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。 

④ 価格競争について 

 当社グループ水処理事業においての価格競争は公共事業削減等の影響により厳しい状況にありますが、将来的に

競争が激化する可能性があります。当社グループは水処理事業におけるパイオニアとして当事業における優位性を

現在まで確保・維持しており、今後更なるコストダウンに努めてまいりますが、将来的に現在の優位性を確保・維

持できるという保証はありません。このような事態が生じた場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。 

⑤ 製品・サービスに関する欠陥及び事故について 

 当社グループが提供する水処理施設及び機械装置等の中において、とりわけ上水道施設は人体にとって常に安全

な水質の水を供給する重要な施設であり、顧客からの高い信頼性が求められる施設であります。当社グループは品

質に関しては常に万全を期しておりますが、予期せぬ欠陥や事故が原因で顧客に深刻な損失をもたらした場合、当

社グループは間接的な損害を含め、損失に対する責任を問われる可能性があります。 

 また、これらの損害が起こった場合における社会的信頼性の著しい低下は、当社グループの製品やサービスに対

する購買意欲を低下させる可能性があります。このような事態が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。 

  



⑥ 法的規制等について 

 当社グループが現在行っている事業活動は、様々な法令の適用及び法的責任に係るリスクがあり、今後予期せぬ

法令や規制等の変更が生じた場合、これらに対処するため多額の費用が発生する可能性があります。 

 また、当社グループの行っている事業活動は、大気汚染、水質汚濁、有害物質の使用及び取扱い、廃棄物処理、

製品リサイクル、土壌・地下水汚染を規制する様々な環境法令の適用を受けており、今後このような規制が強化、

あるいは予期せぬ変更が生じた場合、新たな費用が発生する可能性があります。このような事態が生じた場合、当

社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

⑦ 自然災害について 

 当社グループは地震等の自然災害によって、当社グループ事業所、営業拠点及び工場等、あるいは事業現場が壊

滅的な損害を受ける可能性があります。これらに伴い壊滅的な損害を被り、当社グループの事業活動が遅延又は停

止した場合、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、事業所等の修復又は代替のために

多額の費用が発生する可能性があります。このような事態が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。 

⑧ 経営成績の変動について 

 当社グループ水処理事業における売上計上は、プラント工事の契約成立時ではなく、工事完成基準を適用するも

のについては顧客への引渡時に売上の全額が計上されます。また、各プラント工事によって金額規模や利益率に差

異があります。このため、金額規模の大きなプラント工事や利益率の高いプラント工事の引渡時期により、当社グ

ループの経営成績に変動が生じる可能性があります。また、自然災害その他の予期せぬ事態による工期の遅延等に

より、引渡時期が期末を超えて遅延した場合、当社グループの経営成績が変動する可能性があります。なお、当社

グループ水処理事業には季節的な変動要因があり、上半期に比較して下半期に売上が集中する傾向があります。そ

のため、当社グループの経営成績を判断する際には留意する必要があります。 

⑨ 海外市場での事業拡大に伴うリスクについて 

 当社グループは経営戦略の一つとして海外市場での事業拡大を考えており、なかでも中国市場や中東市場への進

出を重要戦略として位置付けております。現在、当社グループの業績に重要な影響を与えることはありませんが、

今後本格的な事業展開を進めるうえで、当初の計画通りに事業展開が進まなかった場合、あるいは諸規制もしくは

政治的なリスクを生じる可能性があります。このような事態が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。 

⑩ 退職給付債務について 

 当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出され

ております。実際の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合、当社グループの経営成績及び

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

   



 当社グループは、当社、東レ株式会社（親会社）、子会社２社及び関連会社３社により構成されており、水処理機

械、水処理用機器類の製造、据付ならびに販売等を主とした事業活動を展開しております。また、親会社である東レ株

式会社は合成繊維、プラスチック・ケミカル製品の製造・販売等を主として行っており、当社とは水処理事業部門での

業務提携契約を締結しております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

  

   

［事業系統図］ 

 以上の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

２．企業集団の状況

事業区分 主要な事業内容 会社名 

上下水道事業 
上水道施設向けの浄水処理設備や下水道施設向け水処

理機械設備等の製造・販売 

㈱水機テクノス 

㈱水機メンテナンスサービス  

環境事業 
産業用水施設、産業廃水処理施設や排水再利用施設等

の製造・販売 

五洲富士化水工程有限公司 

富化国際貿易（上海）有限公司 

Suido Kiko Middle East Co.,Ltd. 

機器事業 塩素・薬品注入設備や計測機器等の製造・販売   



(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、水処理総合エンジニアリングのパイオニアとして「生活環境の充実・整備に貢献することを社会的使命」

に掲げ、水処理技術を基軸とした事業展開を行っております。また、顧客満足重視の経営を推進するとともに、より

高品質、かつ安全な技術・製品の開発や省エネ・省資源に積極的に取り組むことにより、産業社会の発展に貢献でき

る企業を目指しております。 

(2）目標とする経営指標 

 当社は、経営効率化の視点から売上高営業利益率を重要な経営指標として位置付けております。 

(3）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

当社グループの関連する水処理業界は、官需市場において公共事業削減等を背景に市場環境が激変しており、加

えて地方自治体における財政難や公共工事のコスト縮減策の浸透も相まって、引き続き市場規模が縮小しておりま

す。また、市場規模の縮小に伴う受注競争の激化により、受注・売上の減少や収益の悪化を余儀なくされるなど、当

社グループを取り巻く経営環境は、中長期的にも非常に厳しい状況が予想されております。 

当社グループの現状の課題として、主力の上下水道事業においては、更なる市場競争激化の中でも安定した収益

確保を図るため、トップシェア維持に向けた一層の営業力強化、個別プロジェクト管理の強化とプロジェクト・マネ

ージャーの養成、そして汚泥再生・浸出水処理設備分野での事業拡大へと取り組んでまいります。 

一方、環境事業については、民需・海外分野での一層の拡大を企図し、東レグループや海外関連会社と協業のも

と、特徴のある「水処理ソリューション提案」を軸とした事業の確立を引き続き推進し、上下水道事業に続く第二の

事業の柱へと育成してまいります。 

また、今後の注目が集まる水ビジネス事業については、ＰＦＩ（Private Finance Initiative：民間資金等の活

用による公共施設整備）、ＰＰＰ（Public Private Partnership：官民連携公共サービス提供事業）関連分野への進

出に向け、新たに戦略チームを発足させ、積極的に取り組んでまいります。  

当社グループは、経営環境が急速に変化する中、これらの課題に着実に取り組むことにより、「水処理総合エン

ジニアリング企業」としてグループの更なる発展、業容の拡大に努めてまいる所存であります。 

(4）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。 

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,651 1,362

預け金 600 600

受取手形及び売掛金 7,528 7,779

商品及び製品 24 18

販売用不動産 40 39

仕掛品 221 322

原材料 277 273

繰延税金資産 29 13

その他 445 92

貸倒引当金 △2 △3

流動資産合計 10,817 10,498

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,034 999

機械装置及び運搬具（純額） 60 48

土地 920 920

その他（純額） 31 45

有形固定資産合計 2,047 2,014

無形固定資産 32 41

投資その他の資産   

投資有価証券 1,261 1,215

繰延税金資産 24 7

その他 257 165

投資その他の資産合計 1,543 1,389

固定資産合計 3,623 3,445

資産合計 14,441 13,943



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,617 5,693

未払法人税等 49 33

繰延税金負債 0 4

受注損失引当金 58 25

その他 1,499 1,261

流動負債合計 7,224 7,018

固定負債   

繰延税金負債 38 29

退職給付引当金 2,250 1,762

役員退職慰労引当金 84 80

長期リース資産減損勘定 21 4

負ののれん 48 32

その他 11 35

固定負債合計 2,455 1,944

負債合計 9,679 8,962

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,947 1,947

資本剰余金 1,537 1,537

利益剰余金 1,363 1,650

自己株式 △7 △7

株主資本合計 4,840 5,128

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △73 △127

為替換算調整勘定 △5 △19

その他の包括利益累計額合計 △78 △146

純資産合計 4,761 4,981

負債純資産合計 14,441 13,943



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 16,173 14,963

売上原価 13,057 12,220

売上総利益 3,116 2,742

販売費及び一般管理費 2,733 2,390

営業利益 382 352

営業外収益   

受取利息 11 12

受取配当金 9 10

持分法による投資利益 22 43

負ののれん償却額 15 15

保険解約返戻金 9 －

その他 10 13

営業外収益合計 78 95

営業外費用   

支払利息 1 0

支払保証料 6 5

為替差損 12 25

その他 2 6

営業外費用合計 22 37

経常利益 437 410

特別損失   

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損 1 －

ゴルフ会員権売却損 1 －

退職給付制度改定損 － 1

和解金 － 3

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9

環境対策費 2 －

その他 0 0

特別損失合計 6 14

税金等調整前当期純利益 431 395

法人税、住民税及び事業税 73 60

法人税等調整額 △6 48

法人税等合計 67 108

少数株主損益調整前当期純利益 － 287

当期純利益 363 287



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 287

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △54

持分法適用会社に対する持分相当額 － △13

その他の包括利益合計 － △68

包括利益 － 219

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 219

少数株主に係る包括利益 － －



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,947 1,947

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,947 1,947

資本剰余金   

前期末残高 1,537 1,537

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,537 1,537

利益剰余金   

前期末残高 999 1,363

当期変動額   

当期純利益 363 287

当期変動額合計 363 287

当期末残高 1,363 1,650

自己株式   

前期末残高 △7 △7

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △7 △7

株主資本合計   

前期末残高 4,477 4,840

当期変動額   

当期純利益 363 287

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 363 287

当期末残高 4,840 5,128



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △74 △73

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 △54

当期変動額合計 0 △54

当期末残高 △73 △127

為替換算調整勘定   

前期末残高 △3 △5

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2 △13

当期変動額合計 △2 △13

当期末残高 △5 △19

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △77 △78

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1 △68

当期変動額合計 △1 △68

当期末残高 △78 △146

純資産合計   

前期末残高 4,400 4,761

当期変動額   

当期純利益 363 287

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1 △68

当期変動額合計 361 219

当期末残高 4,761 4,981



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 431 395

減価償却費 62 73

負ののれん償却額 △15 △15

その他の償却額 0 2

貸倒引当金の増減額（△は減少） △25 1

受注損失引当金の増減額（△は減少） △88 △32

退職給付引当金の増減額（△は減少） 38 △488

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 11 △4

受取利息及び受取配当金 △20 △22

支払利息 1 0

為替差損益（△は益） 2 1

持分法による投資損益（△は益） △22 △43

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 9

保険解約損益（△は益） △9 －

投資有価証券評価損益（△は益） 1 －

ゴルフ会員権売却損益（△は益） 1 －

有形固定資産除却損 0 0

無形固定資産除却損 0 0

売上債権の増減額（△は増加） 2,638 △250

たな卸資産の増減額（△は増加） 210 △88

仕入債務の増減額（△は減少） △2,415 76

前受金の増減額（△は減少） 130 △112

未収消費税等の増減額（△は増加） 168 △13

未払消費税等の増減額（△は減少） 118 △117

その他の流動資産の増減額（△は増加） 32 373

その他の流動負債の増減額（△は減少） 184 △10

その他 △12 △13

小計 1,425 △280

利息及び配当金の受取額 25 27

利息の支払額 △2 △0

保険金の受取額 34 －

法人税等の支払額 △69 △87

法人税等の還付額 － 5

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,413 △336



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △200

定期預金の払戻による収入 － 210

有形固定資産の取得による支出 △43 △18

無形固定資産の取得による支出 △2 △0

投資有価証券の取得による支出 △17 △0

関係会社出資金の払込による支出 △63 －

貸付けによる支出 △16 △7

貸付金の回収による収入 20 20

保険積立金の解約による収入 201 55

敷金の差入による支出 △1 △10

敷金の回収による収入 3 21

その他 3 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 83 69

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,215 －

リース債務の返済による支出 － △3

長期未払金の返済による支出 － △6

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,215 △10

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 279 △278

現金及び現金同等物の期首残高 1,962 2,241

現金及び現金同等物の期末残高 2,241 1,962



 該当事項はありません。 

  

  

（5）継続企業の前提に関する注記

（6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

㈱水機テクノス 

㈱水機メンテナンスサービス 

連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

㈱水機テクノス 

㈱水機メンテナンスサービス 

２．持分法の適用に関する事項 持分法適用の関連会社数 ３社 

会社名 

五洲富士化水工程有限公司 

富化国際貿易（上海）有限公司 

Suido Kiko Middle East Co.,Ltd. 

持分法適用の関連会社数 ３社 

会社名 

五洲富士化水工程有限公司 

富化国際貿易（上海）有限公司 

Suido Kiko Middle East Co.,Ltd. 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 連結子会社の事業年度末日と連結決算

日は一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事項     

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

   なお、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資（金

融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法によってお

ります。  

  

  ② たな卸資産 

仕掛品…………個別法による原価法

（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法

により算定） 

② たな卸資産 

同左 

  商品・製品……移動平均法による原

価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの

方法により算定） 

同左 

  原材料…………移動平均法による原

価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの

方法により算定） 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  販売用不動産…個別法による原価法

（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法

により算定） 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、取引先に貸与している一部

の機械装置及び平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く。）

については定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。 

 ただし、取引先に貸与している一部

の機械装置及び平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除く。）

については定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。  

  建物及び構築物    15～50年 

機械装置及び運搬具  ４～15年 

建物及び構築物    15～50年 

機械装置及び運搬具  ４～15年 

  ② 無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアは、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。その他の

無形固定資産は定額法を採用しており

ます。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

 自社利用のソフトウェアは、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。その他の

無形固定資産は定額法を採用しており

ます。 

    ③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産は、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

(3）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 受注損失引当金 

 受注工事の損失発生に備えるため、当

連結会計年度末の手持受注工事のう

ち、損失発生の可能性が高く、かつ、

その金額を合理的に見積ることが可能

な工事について、損失見込額を計上し

ております。 

② 受注損失引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 また、過去勤務債務は定額法（10

年）により費用処理しております。 

 数理計算上の差異は定額法（10年）

により、それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 



  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号 平成20年７月31

日）を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益に与える影

響はありません。 

―――――― 

  

    （追加情報） 

 当社は、退職給付制度として退職一

時金制度及び適格退職年金制度を設け

ていましたが、平成24年３月に適格退

職年金制度が廃止されることに伴い、

平成22年７月より適格退職年金制度を

廃止し、退職一時金制度に移行してお

ります。この移行に伴う会計処理につ

いては、「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用しております。 

 なお、本移行に伴う影響額は、退職

給付制度改定損１百万円として特別損

失に計上しております。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支給に備

えるため、当連結会計年度末に退任す

るものと仮定した場合の支払予定額を

計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）重要な収益及び費用の計

上基準 

 当連結会計年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見

積りは原価比例法）を、その他は工事完

成基準を適用しております。 

同左 

  （会計方針の変更） 

 従来、工事契約のうち長期大型工事

（工事期間１年以上で、かつ契約金額が

１億円以上）については工事進行基準を

採用し、その他は工事完成基準によって

おりましたが、「工事契約に関する会計

基準」（企業会計基準第15号 平成19年12

月27日）及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第18号 平成19年12月27日）を当連結会計

年度より適用し、当連結会計年度に着手

した工事契約から、当連結会計年度末ま

での進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他は工事完成基準を適用してお

ります。 

 これにより、売上高は９億97百万円増

加し、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益はそれぞれ１億16百万円

増加しております。 

―――――― 

  



  

  

  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(5）重要な外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、為替

差額は損益として処理しております。 

同左 

(6）のれんの償却方法及び償

却期間 

―――――― のれんの償却については、５年間の定

額法により償却を行っております。  

(7）連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 ――――――  手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。  

(8）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

① 消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

―――――― 

６．のれん及び負ののれんの償

却に関する事項 

 のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の定額法により償却を行って

おります。 

―――――― 

７．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

―――――― 

（7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

―――――― （資産除去債務に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ１百万

円減少し、税金等調整前当期純利益は４百万円減少して

おります。 

（8）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「保険解約返戻金」は、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため、区分掲記しました。な

お、前連結会計年度における「保険解約返戻」は０百万

円であります。  

（連結損益計算書） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 

内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期

純利益」の科目で表示しております。 



  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 水処理事業の売上高、営業損益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業損益及び全セグメント

の資産の金額の合計額に占める割合が90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

  

 前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、本社に製品・サービス別の事業本部を置き、各事業本部は取り扱う製品・サービスについて国内

及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社は事業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、類似の製

品・サービスについては集約基準により集約した結果、「上下水道事業」、「環境事業」、「機器事業」の

３つを報告セグメントとしております。 

「上下水道事業」は、上水道施設向けの浄水処理設備や下水道施設向け水処理機械設備等の製造・販売を

しております。「環境事業」は、産業用水施設、産業廃水処理施設や排水再利用施設等の製造・販売をして

おります。「機器事業」は、塩素・薬品注入設備や計測機器等の製造・販売をしております。  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

（9）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

―――――― 

  

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額

等合計」の金額を記載しております。 

（10）連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

（セグメント情報）



３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日） 

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業であり、不動産事業等を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

３．事業セグメントに資産を配分していないため、セグメント資産の記載は行っておりません。 

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

(2）有形固定資産 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

３．主要な顧客ごとの情報 

 連結損益計算書の売上高の10％以上を占める特定の顧客への売上高がないため、記載を省略しておりま

す。 

  

報告セグメント 
 その他 

（注）１ 
調整額 

合計 
（注）２ 

上下水道 環境 機器 計 

売上高               

外部顧客への売上高  14,035  1,387 730 16,153 19  － 16,173

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  － － － －  － －

計  14,035  1,387 730 16,153 19  － 16,173

セグメント利益又は損失

（△） 
 472  △164 66 374 8  － 382

その他の項目   

減価償却費  50  6 0 58 3  － 62

  

報告セグメント 
 その他 

（注）１ 
調整額 

合計 
（注）２ 

上下水道 環境 機器 計 

売上高               

外部顧客への売上高  12,791  1,372 777 14,941 21  － 14,963

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 －  － － － －  － －

計  12,791  1,372 777 14,941 21  － 14,963

セグメント利益又は損失

（△） 
 247  △15 109 341 11  － 352

その他の項目   

減価償却費  59  6 3 69 3  － 73

a．関連情報



当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

   

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 
 なお、平成22年４月１日前に行われた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以
下のとおりであります。 

 （単位：百万円） 

   

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び

「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用し

ております。 

  

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書に関する注記事項等、リ－ス取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退

職給付、ストック・オプション等、企業結合等、資産除去債務、賃貸等不動産関係に関する注記事項については、決

算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

b．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

c．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

  上下水道 機器 環境 その他 全社・消去 合計 

当期償却額  △15  －  －  －  －  △15

当期末残高  △32  －  －  －  －  △32

d．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭221 99

１株当たり当期純利益 円 銭16 95

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 円 銭232 24

１株当たり当期純利益 円 銭13 41

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益（百万円）  363  287

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  363  287

期中平均株式数（千株）  21,450  21,450

（重要な後発事象）

（開示の省略）



(1）セグメント別受注高 

  

(2）セグメント別売上高 

（注）当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。当基準の適用に伴い、前連結会計年度のセグメント別の数値については、セグメント

間の一部組替えを行っております。  

５．連結受注高及び売上高

  （単位：百万円・％）

セグメントの名称 

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
受注残高 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

上下水道  14,449  89.5  13,142  84.7  8,587  94.3

環境  958  5.9  1,586  10.2  478  5.3

機器  736  4.6  793  5.1  40  0.4

合計  16,144  100.0  15,522  100.0  9,106  100.0

  （単位：百万円・％）

セグメントの名称 

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 増減額（率） 

金額 構成比 金額 構成比 

上下水道  14,035  86.8  12,791  85.5  △1,243 （ ） △8.9

環境  1,387  8.6  1,372  9.2  △14 （  ） △1.1

機器  730  4.5  777  5.2  47 （ ） 6.4

その他  19  0.1  21  0.1  1 （    ） 8.6

合計  16,173  100.0  14,963  100.0  △1,209 （ ） △7.5



６．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,169 1,068

預け金 600 600

受取手形 344 265

売掛金 6,295 6,574

商品及び製品 23 17

販売用不動産 40 39

仕掛品 162 137

原材料 277 273

前払費用 46 26

立替金 298 －

その他 120 69

貸倒引当金 △1 △2

流動資産合計 9,377 9,070

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,919 1,918

減価償却累計額 △911 △943

建物（純額） 1,008 975

構築物 159 159

減価償却累計額 △133 △135

構築物（純額） 26 23

機械及び装置 285 285

減価償却累計額 △219 △232

機械及び装置（純額） 66 52

車両運搬具 2 2

減価償却累計額 △2 △2

車両運搬具（純額） － －

工具、器具及び備品 407 403

減価償却累計額 △378 △382

工具、器具及び備品（純額） 29 21

土地 920 920

リース資産 － 23

減価償却累計額 － △2

リース資産（純額） － 20

有形固定資産合計 2,049 2,013

無形固定資産   

施設利用権 6 6

ソフトウエア 11 15

その他 0 0

無形固定資産合計 19 22



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 1,118 1,046

関係会社株式 57 57

関係会社出資金 186 186

長期貸付金 41 34

従業員に対する長期貸付金 15 9

その他 195 117

投資その他の資産合計 1,615 1,451

固定資産合計 3,684 3,488

資産合計 13,062 12,558

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,763 2,148

買掛金 3,085 2,734

リース債務 － 4

未払金 46 157

未払費用 246 154

未払法人税等 16 22

未払消費税等 103 －

前受金 428 296

預り金 148 42

前受収益 1 1

仮受金 363 421

受注損失引当金 43 18

その他 7 7

流動負債合計 6,254 6,010

固定負債   

リース債務 － 17

繰延税金負債 38 18

退職給付引当金 2,210 1,716

役員退職慰労引当金 65 60

長期リース資産減損勘定 21 4

その他 11 10

固定負債合計 2,348 1,829

負債合計 8,603 7,839



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,947 1,947

資本剰余金   

資本準備金 1,537 1,537

資本剰余金合計 1,537 1,537

利益剰余金   

利益準備金 153 153

その他利益剰余金   

別途積立金 3,350 3,350

繰越利益剰余金 △2,448 △2,133

利益剰余金合計 1,054 1,369

自己株式 △7 △7

株主資本合計 4,532 4,846

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △73 △127

評価・換算差額等合計 △73 △127

純資産合計 4,458 4,718

負債純資産合計 13,062 12,558



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 13,742 12,447

売上原価   

商品及び製品期首たな卸高 30 23

当期商品仕入高 196 200

当期製品製造原価 11,251 10,052

合計 11,478 10,275

商品及び製品期末たな卸高 23 17

売上原価合計 11,455 10,258

売上総利益 2,287 2,188

販売費及び一般管理費 2,050 1,901

営業利益 236 286

営業外収益   

受取利息 12 12

有価証券利息 0 0

受取配当金 44 52

受取家賃 22 22

その他 18 12

営業外収益合計 97 100

営業外費用   

支払利息 1 0

支払保証料 6 5

為替差損 12 25

その他 2 3

営業外費用合計 22 34

経常利益 312 351

特別損失   

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損 1 －

退職給付制度改定損 － 1

和解金 － 3

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8

環境対策費 2 －

その他 0 0

特別損失合計 5 14

税引前当期純利益 307 337

法人税、住民税及び事業税 21 23

法人税等合計 21 23

当期純利益 286 314



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,947 1,947

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,947 1,947

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,537 1,537

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,537 1,537

資本剰余金合計   

前期末残高 1,537 1,537

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,537 1,537

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 153 153

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 153 153

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 3,350 3,350

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,350 3,350

繰越利益剰余金   

前期末残高 △2,734 △2,448

当期変動額   

当期純利益 286 314

当期変動額合計 286 314

当期末残高 △2,448 △2,133

利益剰余金合計   

前期末残高 768 1,054

当期変動額   

当期純利益 286 314

当期変動額合計 286 314

当期末残高 1,054 1,369



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △7 △7

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △7 △7

株主資本合計   

前期末残高 4,246 4,532

当期変動額   

当期純利益 286 314

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 286 314

当期末残高 4,532 4,846

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △74 △73

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 △54

当期変動額合計 0 △54

当期末残高 △73 △127

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △74 △73

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 △54

当期変動額合計 0 △54

当期末残高 △73 △127

純資産合計   

前期末残高 4,171 4,458

当期変動額   

当期純利益 286 314

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 △54

当期変動額合計 287 259

当期末残高 4,458 4,718



 該当事項はありません。 

  

(4）継続企業の前提に関する注記



  

(1）役員の異動 

① 代表取締役の異動 

 ・新任代表取締役候補 

  該当事項はありません。 

  

 ・退任予定代表取締役 

  該当事項はありません。 

  

② その他の役員の異動 

 ・新任取締役候補 

  社外取締役（非常勤）   大谷 洋（現 東レ株式会社 水処理・環境事業本部副本部長） 

（注）新任取締役候補の大谷洋氏は、会社法第２条第15号に規定する社外取締役であります。 

  

 ・退任予定取締役 

  社外取締役（非常勤）   阿部 晃一 

  

 ・新任監査役候補 

  監査役（常勤）      金丸 益久（現 常務執行役員管理本部長） 

  社外監査役（非常勤）   福田 雄二（現 東レ株式会社 関連業務部長） 

（注）新任監査役候補の福田雄二氏は、会社法第２条第16号に規定する社外監査役であります。 

  

 ・退任予定監査役 

監査役（常勤）      上野 克芳（退任後、当社顧問に就任予定） 

  監査役（非常勤）     大沢 幸夫 

  社外監査役（非常勤）   桝田 章吾 

  

 ・昇任取締役候補 

  該当事項はありません。 

  

③ 執行役員の異動 

 ・新任予定執行役員 

該当事項はありません。 

  

  ・退任予定執行役員 

常務執行役員       金丸 益久 

執行役員         圓  茂昭（退任後、当社顧問に就任予定） 

  

  ・昇任予定執行役員 

該当事項はありません。   

  

④ 就任予定日 

  平成23年６月29日 

   

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

７．その他
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